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日経協発第29-0710号
平 成 29年 2月 2日

◎関係者の方へご回覧ください。

一般社団法人日本経営協会
九州本部長 松 尾 英 ―一

NOMA行政管理講座〈福岡〉開催のご案内

新任担当者のための法令事務基礎の基礎
～条例・規則に関する基本知識を講師の実体験もまじえながら、体系的に丁寧に解説します～

拝啓 時下ますますこ清祥のこととお喜び申しあげます。
本会の事業活動には、平素より格別なご支援、ご協力を賜り厚く鶴礼を申しあ|ザます。

さて、住民ニーズの多様化や複雑化に伴い、地域住民の要望を的確に反映した条例の制定が分権時代の自治体行政に求められて

いることと存じます。

地域に密着した政策の実現のためには、法令についての基本的な知識や読み方、条倒の制定の仕方・書き方を正しく理解すること

が前提となります。特に、義務付け、枠付けの見直しと条例制定権の拡大に見られるように、これからの自治体法令事務に直接影響を

及ぼす法改正が近時なされていることも、この感を深くします。

そこで本講座では、新任の法制執務担当者の皆様方をはじめ、各部署において条例改正や要綱改正に携わる経験一年未満の皆様

方を対象に、「法令とは何か」を体系的に理解していただくとともに、法令の読み方や条例の企画・立案の仕方を学んでいただきます。

時節柄、公務む多忙の折とは存じますが、この機会に関係各位のこ参加、こ派遣をお願い申しあげます。

敬 具
言己

平成29年 7月 6日 (本)◎ 13:00～ 17:00
7月 7日 (金)◎ 10:00～ 16:00

パピヨン243F会議室 さぃぶ
福岡市博多区千代 1-17-1(西 部ガス本社ビル )

日 口寺

会   場

`講  師

参加料 (負担金)

申込方法

キャンセル

こ 宿 泊

一般社団法人 日本経営協会 協力講師
(元)国立大学法人熊本大学大学院法曹養成研究科(法科大学院)教授 +キ   l饉墜  彙産 _
(元)東京都総務局法務部訟務担当課長 ■●  J爾F ラに 1民

参加料 消 費税 合  計
本会会員(1名 ) 29,000円 2,320Fl 31,320円

32,000円 2,560F弓 34,560Fヨ

裏面申込書に必要事項をご記入のうえ、下記へお申込みください。

折返し参加券を連絡担当者宛にお届けいたします。

◎受付は参加券送付にて確認いたします。不着の場合は、3日前までに電話にてこ確

認ください。

◎参加料(負担金)は、銀行振込にて当日までにお納めください。

◎参加料(負担金)振込手続がやむを得ず当日よりおくれる場合は、払込方法、予定日

をご連絡ください。

◎フアクシミリでのお申込みも受付けます。

(この場合、送信後確認の電話をお願いします。)

◎お納めいただいた参加料(負担金)は、原則として返却いたしかねますので、参加申込

の方が郵 合の悪い場合は代理の方にこ出席いただきますようお願いいたします。

◎天候不良や参加少人数の場合、中止または延期させていただくこともありますの

でこ了承ください。

開催日の3営業国前～前日のキャンセルは受講料30%、 開催当日のキャンセルは

100%をキャンセル料として申し受けます。なお、当日までに連絡なくこ欠席の
場合でも、100%のキャンセル料となりますので、あらかじめこ了承ください。

こ参考迄に会場周辺のホテルを下記の通りこ案内申し上げておりますので、

必要な場合は直接ホテルヘお早めにお申し込み (予約)ください。

●地下鉄「千代県庁口」4番出□直結
(0,福岡空港・博多駅より中洲jll端駅で乗りかえ、1番ホームより貝塚行き乗車

●天神駅より貝塚行きに乗車

〒812-0011福岡市博多区博多駅前1-6-16西鉄博多駅前ビル7F
TEL 092(431)3865 FAX 092(431)3367
URL:http://www.noma,or.ip

☆

☆

☆

※料金は 1泊分 (素泊り)です。料金等につきましては変更される場合がありますので、予めこ了承ください。

又、☆印のホテルにつきまして1ま上記正規料金より割引となります。

こ予約の際は「日本経営協会を通しての予約」という旨を必ずお伝えください。

お申し込み
お問合せ先

一般社□法人日本経営協会
九州本部企画研修グループ (行政管理講座担当)

ピヾヨン24〉図

′ヾピヨン24 博多区千代1-17‐ 1
〒8,2‐0044

博  多

ネ嘉 岡 銀
西日本ンテイ銀行

北 九 州 銀 行

肥 後 銀 行

(名義:一般社団法人

博多駅東支店

本    店
福 岡 支 店

南 博 多支 店

(普)NO.1032167

(普)NO.0089816

(普)NO.60083

(普)NO.1032600

こ注意

・銀行振込の場合、領収書の発行は省略し「銀行振込金受

領書」を領収書に代えさせていただきます。
・振込手数料は貴庁にてこ負担願います。
・お振込みは必ず申込役所名・団体名でお願いします。

宿泊料 (シングル) 交   通 ホテル電話

冷泉閣ホテル川端 7,560円 観・サ込) 地下鉄中,》川端駅より徒歩5分 092-281-1811

西鉄イン福岡 7,500円 観・サ込)
地下鉄天神駅より徒歩5分
地下鉄中洲川端駅より徒歩3分

092‐712¨5858

ホテルレガロ福岡 7,500円 (税・サ・朝食込) パピヨン24より徒歩3分 092‐651¨7611

ホテル名
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新任法制執務担当者の心構え

初めて法制執務担当者となつて

何を読めばよいのか

大法全書の読み方

判例の読み方

庁内・外の法制事務研究会の活用

第2 法、法令及び法律とは
1 法の考え方とその機能
(1)成文法と不文法
(2)国際法と国内法
(3)自然法と実定法
(4)実体法と手続法
(5)公法と私法
2 法令の範日とその機能
(1)憲法、法律、政令
(2)内閣府令・省令
(3)国の各委員会及び各庁の長官の定める規員し
(4)国のな立機関の規則 (会計検査院規貝」、人彗院規員1)

(5)地方自治法規
ア 条例 イ 規則
ウ 各行政機関の定める規貝|」
工 議会の定める規員|:
オ 地方公営企業の管理者が尼める企業管

=規
程

(6)法令の用語と各法律の条文上の規定の内容
8 法律と法律による行政の原理

第3 法令解釈の基礎の基礎
i 形式的効力の原理
(1)上位法は下位法に優る (憲法が最高法規)

(2)法律優位の原則
2 後法優先の原理
3 特別法優先の原理
4 法令解釈の手法
(1)文理解釈と論理解釈
(2)論理解釈
ア 拡張解釈  イ 縮小解釈
ウ 反対解釈  工 類推解釈
オ もちろん解釈  力 条理解釈

第4 法令の効力
1 法令の効力の始期
2 法令の公布とは
ア 法律の場合  イ 条例の場合
3 法令の施行
4 法令の逆及適用の可否

第5 条例の基本形式・構造
]条例の基本的構造
公布文

条例番号

(自治基本条例、環境基本条例等)

ア 総具り的規定
目的 定義等

イ 実体的規定
見出し 条 項 号
各号列記以外の部分とはどこ

ウ 雑則的規定
工 罰則
行政刑罰

(懲役・禁鍾 ・2年以下、
罰金・

「

100万円以下、

拘留・■ 日以上30日 未満、

科料・・干円以上 1万円未満ヽ

付加升卜 ・没収

秩序罰 (過料 ・5万円以下)
(7)附貫|」

(8)月 |」表

2 附員」の読み方

6 条例が「法律に違反する」と|よどのような場合か
フ 上乗せ、横出し条例の合法性
8 条例で定めなければならなしヽ事項
9 制定上問題とされた条例

第7 条例の立案
]課 題の認知 事前評価
2 政策手段の整理・検討
3 立法事実の調査・確認
4 制度設計
5 条例の行政上の義務履行の確保
(1)権力的、強制的手法
(2)非権力的、誘導的手法

第8 条例案の起案
]条 例の構成とその内容
(1)前文の法的位置づけ
(2)目的規定の意味
(3)定義規定
(4)義務規定
(5)権限付与規定
(6)禁上規定
(7)努力義務規定
(8ヽ ヨ|1示規定

(9)罰則規定
(10)附則の規定と内容
2 条例実の審査

第9 これからの法制執務
1 法市」執務と政策法務との関係
2 政策法務と自治立法管理
3 法義執務の組織体制
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条例制定権の根拠と性質

分権基本原則の憲法上の位置づけ

憲法第92条、第94条の考え方
憲法上の「条例」の意味について

条例制定権の範囲と限界について

法律の範囲内と|よ

講師紹介

昭和43年 3月 中央大学法学部法律学科卒業。同年4月東京都庁入庁。東京都千代田区総務部総務課文書係(法規担当)。総務局法務部法務第一課、民事訟務課、不服審査法務室、
総務局文書課を歴任後、管理職として建設局の管理課長等を経て、再び法務部副参事、訟務担当課長として訟務実務担当。平成 14年3月都庁退職。同年4月公募により熊本大学法学
部教授就任。平成16年4月熊本大学法科大学院教授就任。平成22年3月熊本大学を定年により退職。
著書 F道州制問題の法的視点」(ざょうせい2008年 )『地方公務員のための訴訟百科J(共著・ぎょうせい刊)、 論文「国土利用計画法と条例」(第―法規・法令解説資料総覧No67・
No 6 8)、「道州制問題と地方公共団体」『地域を創る』(成文堂)、「指定管理者制度と争訟」Fグローカリズムの射程』(成文堂)、「議員の活動と公費負担の範囲に関する意見書」
『熊本法学』第 108号 (熊大法学会・2005年 )、「自治体の新設合併に伴う職員の身分変動と不利益処分該当性に関する意見書」『熊本法学』第 115号 (熊大法学会・2008年 )
「熊本市自治基本条例 (案 )について」『熊本法学』第 117号 (熊大法学会・2009年 )他。

はやし かつ み

林  勝 美 氏
一般社団法人 日本経営協会協力講師

(元 )目立大学法人 熊本大学大学院法曹養成研究科(法科大学院)教授
(元)東京都総務局法務部訟務担当課長

米出張研修も承つております。表面のお申込先までお問い合わせください。

一――――――十~―――――~~~~~~~~~~~~~~~~~~キ ~リー トーリー線

FAX 092‐431‐3367
-NOMA行政管理講座〈福岡〉開催―
「新任担当者のための法令事務基礎の基礎」参加申込書

(注)太ワクの中をこ記入ください。※印は当協会記入欄です。(経験年数は現在の部課での年数をこ記入ください。)
・循環型社会構築を目指して一本案内状はリサイクル紙を使用しております。

S‐ 17020519[]/7‐(3

60007979 MlA-J- T-
※
登録番号

ふりがな TEL ( ) FAX ( )

E‐mail H29.フ /6・7

健レ
(こ記入ください。)

E]会 員 29,000円 (税別)× _名
□ 一 般 32,000円 (税別)× _名
参加料 (負担金) 三 二二月、 __=目に
(福岡・西日本シティ司ヒ九州・肥後)銀行に振り込みます。

所属・役職
年  力月

役 所 名

団 体 名

所 在 地

ふりがな

参加者氏名

ふりがな

所属・役職

経

参加者氏名 年  力月

ふりがな

所属・役職

経 験 年 数

参カロ者氏名 年  力月

連絡担当者 所属・役職 請求 書 要・不要

1 参加申込書にご記入いただいた情報は、下記の目的に使用させていただきます。
| ∩象i日米や譜☆≡め登豪女だ∩菫落机理 ∩十Fナー・イベ ノ`ヽ なだの大会菫撃め´家閃 友飛 ∩hい不要の場合1■日|「手 Tッ ク1,7(デ六1.、 ^一 日本輌

プログラム

蚤 験 年 数

験 年 数


